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１．調査概要 

 

①業 務 名 ： 第 50320520 号 

        新学校給食センター地質調査業務委託 

 

②履行場所 ：  福島県福島市飯坂町平野字扇田 地内 

 

③業務内容 ： 表 1.1 に調査数量表を示す。 

・機械ボーリング(オールコア) ---------------  計 1箇所 

調査深度（φ66mm） -----------------------  計 19.0ｍ 

・機械ボーリング(ノンコア) -----------------  計 1箇所 

調査深度（φ66mm） -----------------------  計 5.6ｍ 

・標準貫入試験 -----------------------------  計 19 回 

・孔内水平載荷試験 -------------------------  計 1回 

・室内土質試験 

土粒子の密度試験 -------------------------  計 1試料 

土の含水比試験 ---------------------------  計 1試料 

土の粒度試験(1) --------------------------  計 1試料 

土の粒度試験(2) --------------------------  計 2試料 

液性限界試験 -----------------------------  計 1試料 

塑性限界試験 -----------------------------  計 1試料 

・解析等調査業務 ---------------------------  一式 

 

④工 期 ： 着工年月日  令和 4 年 1 月 11 日 

  竣工年月日 令和 4 年 3 月 31 日 

 

⑤発 注 者 ： 福島市 都市政策部交通政策課  

監督員：副技査 岸波 哲 

 

⑥受 注 者 ： 株式会社協和地質 (TEL 024-555-2600） 

住所：福島県福島市南矢野目字中屋敷 51-1 

ＩＳＯ9001:2015(認証番号ＭＳＡ-ＱＳ-4635) 

主任技術者：蓮沼清史(技術士(建設･応用理学) 

担当技術者：藤原雅人 

試錐担当者：大内勇人(地質調査技師) 
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2．地形および地質概要 

 

2.1 地形概要 

 

福島盆地は、北東から南西に細長くのびる盆地で、摺上川付近で中くびれがあり、南部と北部に分

けられ、調査地は南部域に位置している。 

盆地の西側には標高 1,700～2,000ｍ級の吾妻火山群が位置し、その南には安達太良火山群が連な

ってそびえている。 

盆地南側の盆地縁には、標高 100～200ｍ前後の松川丘陵地が南に向かって次第に標高を増しなが

ら二本松丘陵へと連なっている。 

盆地東側には、準平原化された阿武隈山地（標高 500～700ｍ）が南北方向に伸び、阿武隈山地西縁

部には起伏量 100ｍ未満のなだらかな小浜丘陵地形が分布し、西側の火山地形と対照的である。 

福島盆地は鮮新世末から始まった造盆地構造運動で、高さを増し始めた脊梁山脈に対し、阿武隈川

低地帯は沈降運動を始めて低地帯の盆地が形成された。 

本調査地は、北の八反田川と南の松川に挟まれた箇所にある。この付近の地形は調査地の東方、盆

地の東縁を南から北に流れる阿武隈川に向かって、阿武隈川の支流が流下する方向（おおよそ西→東）

に地形面が緩く傾斜している。その河川間では数段の段丘地形や自然堤防,旧河道などの微地形がみ

られる。 

 

2.2 地質概要 

 

福島盆地東側には、阿武隈山地に広く分布している古生代末に結晶片岩類に貫入した古期花崗岩

と呼ばれる黒雲母花崗岩類が分布しており、この花崗岩類は盆地の基盤岩をなしている。 

本調査地付近は、盆地を埋めた未固結堆積土砂が厚く分布しており、その未固結堆積土砂の上位は、

福島Ⅱ層に相当する更新世の地層が主体となっている。福島Ⅱ層は粘土,シルト,砂,砂礫,腐植土な

どが互層状に堆積している。なお、福島Ⅱ層面は、各所で河川によって開析され、谷幅の狭い谷底が

形成され、軟質な粘性土～砂質土を主体とした堆積物が薄く分布する。 

今回のボーリングでは、盛土以深に、第四紀完新世の粘性土が薄く分布し、更に以深には第四紀更

新世の福島Ⅱ層である粘性土～砂質土～砂礫が互層状に分布しているのが確認された。 
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3．調査結果 

 

3.1 ボーリング概要 

 

調査ボーリングは、以下の表 3.1.1 の通り実施している。 

 

表 3.1.1 ボーリング箇所の諸元 

孔番 地盤標高 調査深度 

R3.B-1 H=79.47m Dep=19.43m 

 

 

以下には、実施したボーリングについてまとめる。 

今回のボーリングで確認された地質状況は、地表部に盛土(Bn)が分布し、その下位には第

四紀完新世の低位段丘堆積物である有機質シルト 1(Ao)が分布している。さらに下位に第四

紀更新世の福島Ⅱ層である有機質シルト 2(Do),粘性土(Dc), 砂質土(Ds),砂礫 1,2(Dg1,2)の

分布が確認された。 

表 3.1.2 地質状況等の一覧表 

 

 



- 8 - 

3.2 ボーリング結果 

 

（１）R3.B-1 のボーリング結果 

標 高：H=79.47ｍ 掘進長：GL-19.43ｍ 

孔内水位：GL-0.32m(無水掘削時に確認) 

分布深度 分布地質 記事 

0.00～0.70ｍ 盛土 

（Bn） 

・シルトを主体とする。 

・上部は山砂および草根が混入する。 

・含水は多い状態である。 

・層厚が薄く、Ｎ値は測定されていない。 

0.70～1.20ｍ 有機質シルト 1 

（Ao） 

・有機物が多量に混入する。 

・コアは指圧で容易に貫入する。 

・含水は多い状態である。 

・層厚が薄く、Ｎ値は測定されていない。 

1.20～6.40ｍ 

6.60～8.40ｍ 

砂礫 1 

（Dg1） 

・径 10～40mm 程度の亜円～亜角礫を主体とする。 

・最大礫径は 60mm 程度である。 

・礫間は中～粗砂で構成される。 

・上部に若干シルトが混入する。 

・孔壁の崩壊が著しい。 

・含水は多い状態である。 

・Ｎ値はＮ=11～34 の範囲で 8 回測定され、締まりの程度は

｢中位～密な｣状態である。 

6.40～6.60ｍ 有機質シルト 2 

（Do） 
・腐植物が混入する。 

・含水は多い状態である。 

・層厚が薄く、Ｎ値は測定されていない。 

12.70～13.30ｍ 粘性土 

（Dc） 
・シルトを主体とする。 

・コアは指圧の中位程度の力で貫入する。 

・含水は中位の状態である。 

・Ｎ値はＮ=9 が測定され、粘性土としては｢固い｣状態であ

る。 

8.40～11.20ｍ 

12.50～12.70ｍ 

13.30～13.60ｍ 

砂質土 

（Ds） 

・シルト質砂～礫混じり砂～シルト混じり砂からなる。 

・細砂を主体とする。 

・径 5～20mm 程度の亜角礫が混入する。 

・シルトが混入する。 

・含水は中位～多い状態である。 

・Ｎ値はＮ=6～27 が測定され、締まりの程度は｢緩い～中

位｣の状態である。 

11.20～12.50ｍ 

13.60～19.43ｍ 

砂礫 2 

（Dg2） 
・径 5～30mm 程度の亜円～亜角礫を主体とする。 

・最大コア長は 50mm 程度である。 

・礫間は細～粗砂で構成される。 

・所々にシルトが混入する。 

・15.8m 付近および 16.8～16.9m 間は砂分優勢の箇所みられ

る。 

・含水は多め～多い状態である。 

・Ｎ値はＮ=39～68 の範囲で 8 回測定され、締まりの程度は

｢密な～非常に密な｣状態である。 
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3.3 地下水状況 

 

ボーリング各孔で確認された孔内水位は、表 3.3.1 に示される通りである。 

 

表 3.3.1 地下水状況一覧表 

孔番 月日 
孔内水位 

(GLm) 
水位標高(H=) 備 考 

R3.B-1 

2/1 -0.32 79.15m 
GL-1.45m まで無水で掘削時に確認。

ケーシング 0m 

2/2 -0.37 79.10m 
GL-1.45m まで無水で掘削後の翌朝に

確認。ケーシング 1.0m 

2/3 -0.26 79.21m 
GL-7.45m まで泥水で掘削後の翌朝に

確認。ケーシング 6.5ｍ 

 

今回の調査で確認された水位は、上記の通りである。 

今回の調査では、R3.B-1 では無水掘りおよび泥水掘りで確認されている。無水掘りで確

認された水位と泥水掘りで確認された水位は、掘削深度による水位の変化がほとんどみられ

ないことから、GL-0.26m～0.37m(H=79.10～79.21m)付近に自然地下水があると考えられる。 
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3.4 地質断面図 
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3.5 標準貫入試験結果 

 

設計地盤定数設定時に必要となる設計 N 値を求める。設定にあたっては、以下の参考文-１に

示される方法により設計 N 値を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ値 50 以上の値を換算Ｎ値として表す場合は、以下のように求められる。 

換算Ｎ値 ＝ 50 回 ×
(㎝)50回打撃時の貫入量

30(㎝)
 

 

ただし、換算Ｎ値により推定する方法を適用できる範囲は、標準貫入試験の換算Ｎ値が

300 以下（すなわち、50 回打撃時の貫入量が 5cm 以上）とするとされている。 

 また、地層境界で標準貫入試験を行った場合も、各層に対する打撃回数を貫入量 30cm に

換算して求める。 

 

①砂礫 1(Dg1) 

N 値は、N＝11～34 の範囲で 8 回測定されており、測定値にバラツキがみられることから、

ここでは標準偏差を利用し設計値を提案する。 

・設計 N 値＝平均値(21.8)－(1/2)・標準偏差σn-1（8.1）＝ 17.7 ≒ 18 
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② 粘性土(Dc) 
本層は唯一の測定値である N＝9 を設計値として提案する。 
・設計 N 値＝9 

 

③ 砂質土(Ds) 

N 値は、N＝6～27 の範囲で 3 回測定されており、測定値にバラツキがみられることから、

ここでは標準偏差を利用し設計値を提案する。 

・設計 N 値＝平均値(15.7)－(1/2)・標準偏差σn-1（10.6）＝ 10.4 ≒ 10 

 

④ 砂礫 2(Dg2) 

N 値は、N＝39～68 の範囲で 8 回測定されており、測定値にバラツキがみられることから、

ここでは標準偏差を利用し設計値を提案する。 

・設計 N 値＝平均値(49.6)－(1/2)・標準偏差σn-1（9.5）＝ 44.9 ≒ 45 

 

表 3.5.1 N 値のとりまとめ 
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3.6 孔内水平載荷試験結果 
 

孔内水平載荷試験を実施した結果は下記の通りである。 

 

表 3.6.1 孔内水平載荷試験結果表 

孔番号 
試験実施 

中心深度 

地盤 

標高 

(H=m) 

対

象 

地

盤 

設

計

Ｎ

値 

試験結果 

設計Ｎ値か

らの推定値 

E(ＭＮ/ｍ2)
降伏圧 

Py(kN/ｍ2)

地盤係数 

Km(ＭＮ/ｍ2)

変形係数 

E(ＭＮ/ｍ2)

R3.B-1 GL-5.30m 74.17 
砂

礫 
18 410.86 261.965 11.044 12.6 

 

変形係数Ｅは、図 3.6.1 に示した通り、Ｎ値からも推定可能であり、近似値としてＥ＝0.7Ｎ(ＭＮ/ｍ

2) の関係式が得られている。 

 

・福島Ⅱ層 砂礫 1(Dg1) 

設計Ｎ値=18 からの推定値では、E=12.6(MN/m2)の推定値が得られる。孔内水平載荷試験

から得られる変形係数は、E=11.044MN/ m2 を示した。 

今回の試験値は、礫が多く混入する礫層であるためボーリングにより孔壁が乱れ、若干低

めの変形係数が得られたものと考えられる。 
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図 3.6.1  孔内水平載荷試験より得られた変形係数と N 値との関係 

(地盤工学会：地盤調査の方法と解説，P687，平成 25 年 3 月) 
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3.7 室内土質試験結果 

 

土質試験は、各地層の物理特性を把握する目的で、標準貫入試験試料を使用して各試験を

実施した。 

試験結果については、所定の試験記録用紙に記載し巻末にまとめて添付した。 

ここでは、実施した試験結果についてとりまとめる。 

 

（１）室内土質試験結果一覧表 

 

室内土質試験の結果一覧表を表 3.7.1 に添付する。 

 

表 3.7.1 室内土質試験結果一覧表 
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（２）土粒子の密度試験 

 

表 3.7.2 土粒子の密度試験結果 

 

 

 

 

 

表 3.7.3 主な鉱物と土粒子の密度の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）土の含水比試験 

 

表 3.7.4 土の含水比試験結果 

 

 

 

 

 

 

表 3.7.5 我が国における土の密度のおおよその範囲 
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（４）土の粒度試験 

 

表 3.7.6 土の粒度試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）土の液性限界試験・塑性限界試験 

 

表 3.7.7 土の液性限界試験・塑性限界試験結果 
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４．総合解析とりまとめ 

4.1 調査地周辺の地形・地質の検討 

 

（１）地質各説  

 

調査地周辺に分布する地層は、表4.1.1に示す通りである。各層相の特徴を以下に

述べる。 

今回の調査箇所に分布する地層は、第四紀完新世の低位段丘堆積物および第四紀更

新世の福島Ⅱ層である。 

 

表 4.1.1 地質層序表 (調査地周辺地域 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■低位段丘堆積物（g･s･m(1)） 

 盛土の下位に確認された地層。分布標高は78.77ｍ程度。堆積物の層厚は、ボーリ

ング調査結果より0.5ｍ程度と薄い。土質は有機質シルトからなる。 

 

■福島Ⅱ層（g･s･m･p(1)） 

 低位段丘堆積物の下位に分布が確認された地層。分布標高は78.27ｍ程度。堆積物

の層厚は、ボーリング調査結果より18.2ｍ程度確認された。土質は粘性土(シルト～

有機質シルト)･砂質土(シルト質砂～礫混じり砂～シルト混じり砂)･砂礫の互層状を

呈する。 
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（２）現地踏査  

 

調査位置の現況およびその周辺状況について、現況写真を撮影した。写真の位置は以下に示す平面図の通りである。  

 

 

 



- 20 - 

 

 

  



- 21 - 

 

 

 

 

 

  



- 22 - 
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4.2 土質定数の提案 

 

学校給食センター建設に伴う工事において必要な土質定数としては、基本的な物理

特性、強度・変形特性等がある。ここでは、主にＮ値を基にボーリングで確認した地

層ごとの土質定数を提案する。 

 

表 4.2.1 土質定数一覧表 

地層区分 

設計 

N 値 

(回) 

単位体積重量

γt 

（kＮ/m3） 

粘着力 

ｃ 

（kＮ/m2）

内部摩擦角

φ 

（度） 

変形係数 

E 

(ＭＮ/m2) 

地表部 
盛土 

Bn 
－ 16 15 以下 0 － 

低位段丘 

堆積物 

有機質 

シルト 1 

Ao 

－ 14 15 以下 0 － 

福島Ⅱ層 

砂礫 1 

Dg1 
18 20 0 35 11.044※ 

有機質 

シルト 2 

Do 

－ 16 30 以下 0 － 

粘性土 

Dc 
9 17 58 0 6.3 

砂質土 

Ds 
10 18 0 30 7.0 

砂礫 2 

Dg2 
45 21 0 40 31.5 

※：試験値を用いた。 

 

次頁以降に土質定数の算出方法として、下記項目について説明する。 

  （1）単位体積重量 γｔ 

  （2）粘着力ｃ 

  （3）内部摩擦角 φ 

  （4）変形係数 E 

設計方法について、以下にまとめて示す。 
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（１）単位体積重量γt 

 

単位体積重量γt は、表 4.2.2 を参考とした。 

 

表 4.2.2 土質定数一覧表 
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①盛土(Bn) 

本層は、N 値が測定されていない。現地および試料の状態から、表 4.2.2 の自然地盤

｢粘性土：軟らかいもの｣相当の値であるγt＝16(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

②有機質シルト 1(Ao) 

本層は、N 値が測定されていない。試料の状態から、｢粘土およびシルト:軟らかいも

の｣相当の値であるγt＝14(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

③砂礫 1(Dg1) 

本層は、設計 N 値=18 を示すことから、表 4.2.2 の自然地盤｢礫混じり砂」の中間値

相当の値であるγt＝20(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

④有機質シルト 2(Do) 

本層は、N 値が測定されていない。試料の状態から、表 4.2.2 の自然地盤｢粘土および

シルト：やや軟らかいもの｣相当の値であるγt＝16(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

⑤粘性土(Dc) 

本層は、設計 N 値=9 を示すが、コアが中位程度の力で貫入することから、表 4.2.2

の自然地盤｢粘性土:やや軟らかいもの｣相当の値であるγt＝17(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

⑥砂質土(Ds) 

本層は、設計 N 値=10 を示す。表 4.2.2 の自然地盤｢砂質土｣の中間値相当の値である

γt＝18(kＮ/ｍ3)を提案する。 

 

⑦砂礫 2(Dg2) 

本層は、設計 N 値=45 を示すことから、表 4.2.2 の自然地盤｢礫混じり砂：密実なも

の」相当の値であるγt＝21(kＮ/ｍ3)を提案する。 
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（２）粘着力ｃ 

 

解析や設計等には、粘性土の初期強さ（粘着力）が必要となる。この時、一軸圧縮

試験および三軸圧縮試験が実施されている場合は試験値を採用するが、その他ではＮ

値等から推定する。 

今回調査した地盤に分布する地層のうち、砂質土(Ds),砂礫 1,2(Dg1,2)の粘着力は、

安全側にｃ=0(kＮ/ｍ2)を提案する。 

 

Ｎ値と一軸圧縮強さの関係は、種々提案されているが、最も一般に用いられている

提案式は、Ｔerzaghi，Ｐeck の式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1Ｎ値と粘土のコンシステンシー、一軸圧縮強さ 

    及び許容支持力との関係（Ｔerzaghi，Ｐeck） 

出典：地盤工学会｢地盤調査の方法と解説｣P308 平成 25 年 3 月版 

 

この図から、Ｎ値と qu 値の関係は、次の関係式が得られる。 

     qu＝4／3・N  (tf/m2)  

      ＝13.1・N  kN/m2  ·····························  式(4.2.1) 

   ここに、qu：一軸圧縮強さ (tf/m2) ｛＝9.81kN/m2｝ 

        N：N 値 

   粘着力 C は、ｃ＝1／2・qu より   

     ｃ＝1／2・qu＝0.667N  (tf/m2) 

            ＝6.54N kN/m2     ························· 式(4.2.2) 

 

 ここでは、上記の式(4.2.2)を採用し、土砂相当の各地層の粘着力を提案する。
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①盛土(Bn) 

N 値の測定がないことから、表 4.2.2 の自然地盤｢粘性土：軟らかいもの｣の値に相

当する c＝15 以下(kＮ/㎡)を提案する 

 

②有機質シルト 1(Ao) 

N 値の測定がないことから、表 4.2.2 の自然地盤｢粘土およびシルト：軟らかいもの｣

の値に相当する c＝15 以下(kＮ/㎡)を提案する 

 

③砂礫 1(Dg1) 

安全側に c＝0(kＮ/㎡)を提案する。 

 

④有機質シルト 2(Do) 

N 値の測定がないことから、表 4.2.2 の自然地盤｢粘土およびシルト：やや軟らかい

もの｣の値に相当する c＝30 以下(kＮ/㎡)を提案する 

 

⑤粘性土(Dc) は、設計 N 値=9 を示すことから、 

ｃ＝6.54×9＝58.8≒58(kＮ/㎡)を提案する。 

 

⑥砂質土(Ds) 

安全側に c＝0(kＮ/㎡)を提案する。 

 

⑦砂礫 2(Dg2) 

安全側に c＝0(kＮ/㎡)を提案する。 
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（３）内部摩擦角φ 

 

一般に砂(土砂)の強度評価のための特別な試験（三軸圧縮試験等）を実施していな

い場合、図 4.2.2 に示すようなＮ値との関係から求める手法がとられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.2  Ｎ値と砂のせん断抵抗角の関係 

出典：地盤工学会｢地盤調査の方法と解説｣P306 平成 25 年 3 月版 

 

種々の推定式があるが、建築基礎構造等では次の大崎の式がよく採用されているこ

とから、下式を利用し内部摩擦角を提案する。 

φ＝15＋  20Ｎ≦45°ただし、N＞５ ·················· 式(4.2.3） 
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①盛土(Bn) 

粘性土層であるために、安全側にφ＝0(°)を提案する。 

 

②有機質シルト 1(Ao) 

粘性土層であるために、安全側にφ＝0(°)を提案する。 

 

③砂礫 1(Dg1) の設計 N 値=18 を代入し、 

φ＝15＋  20Ｎ＝15＋√20 ൈ 19＝34.5(°)→φ＝30(°)となる。 

計算の結果、内部摩擦角は φ＝34.5(°)→30(°)である。 

ただ、地層が砂礫であることを考慮し、ここでは、表 4.2.2 の自然地盤｢礫まじり

砂：密実でないもの｣の値である φ＝35(°)を提案する。 

 

 

④有機質シルト 2(Do) 

粘性土層であるために、安全側にφ＝0(°)を提案する。 

 

⑤粘性土(Dc) 

粘性土層であるために、安全側にφ＝0(°)を提案する。 

 

⑥砂質土(Ds) の設計 N 値=10 を代入し、 

φ＝15＋  20Ｎ＝15＋√20 ൈ 10＝29.1(°)→φ＝30(°)を提案する。 

 

⑦砂礫 2(Dg2) の設計 N 値=45 を代入し、 

φ＝15＋  20Ｎ＝15＋√20 ൈ 45＝45.0(°)→φ＝45(°)。 

計算の結果、内部摩擦角は φ＝45(°)である。 

ただ、地盤の不均一性を考慮し、ここでは、表 4.2.2 の自然地盤｢礫まじり砂：密実

なもの｣の値である φ＝40 度を提案する。 
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（４）変形係数Ｅ 

 

孔内水平載荷試験から得られた変形係数Ｅと標準貫入試験のＮ値の関係について、

両者を比較した例は多い。土砂の場合には地盤材料にかかわらず、以下の関係が近似

的に成立している。 

Ｅ＝700N（kＮ/㎡） → 0.7N（ＭＮ/㎡）－ 式(4.2.4) 

 

図 4.2.3 孔内水平載荷試験より得られた変形係数とＮ値との関係(土砂) 

出典:地盤工学会｢地盤調査の方法と解説｣P.324 平成 16 年 6 月 

 

①盛土(Bn)  

 N 値は測定されていないため、算出しない。 

②有機質シルト 1(Ao)  

N 値は測定されていないため、算出しない。 

③砂礫 1(Dg1) は、孔内水平載荷試験を実施していることから試験値を採用し、 

Ｅｍ＝11.044(ＭＮ/㎡)を提案する。 

④有機質シルト 2(Do) 

N 値は測定されていないため、算出しない。 

⑤粘性土(Dc) は、設計 N 値=9 で、式(4.2.4)より 

Ｅ＝0.7×9＝6.3(ＭＮ/㎡)を提案する。 

⑥砂質土(Ds) は、設計 N 値=10 で、式(4.2.4)より 

Ｅ＝0.7×10＝7.0(ＭＮ/㎡)を提案する。 

⑦砂礫 2(Dg2) は、設計 N 値=45 で、式(4.2.4)より 

Ｅ＝0.7×45＝31.5(ＭＮ/㎡)を提案する。  
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4.3 液状化について 

 

（１）液状化の恐れのある地層について 

 

一般に、地震時に液状化を生じる恐れのある地層としては、｢地下水位に飽和され

た締まりのゆるい粒径の均一な細砂またはシルト質砂等｣が分布している場合とされ

ている。また、｢建築基礎構造設計指針｣P62 には、液状化の判定を行う必要のある土

質として、下記の条件が上げられている。 

 

○GL-20.0ｍ以浅の沖積飽和土層 

○細粒分含有率 FC が 35％以下の土層。 

ただし、埋立あるいは盛土地盤についは、粘土分含有率が 10％以下または、塑性指数

が 15 以下の土層についても判定を行う。 

○細粒土を含む礫層や、透水性の低い土層に囲まれた礫層についても判定を行う。 

 

今回の確認された地層のうち、砂礫 1(Dg1)および砂質土(Ds)は、洪積層であるが測

定Ｎ値が比較的低いため、液状化の判定を行う土層に該当する。 

それ以外の地層は、下記の理由により、液状化の判定を行う必要がある土層には該

当しない。 

 

①盛土(Bn) 

・地下水位以浅であるため、液状化の判定を行う土層に該当しない。 

②有機質シルト 1(Ao) 

・粘性土層であるため、液状化の判定を行う土層に該当しない。 

③有機質シルト 2(Do) 

・粘性土層であるため、液状化の判定を行う土層に該当しない。 

④粘性土(Dc) 

・粘性土層であるため、液状化の判定を行う土層に該当しない。 

⑤砂質土(Ds) 

・シルト質砂は、細粒分含有率 FC が 45.2％であるため、液状化の判定を行う土層に

該当しない。 

⑥砂礫 2(Dg2) 

・洪積層かつ測定Ｎ値が高いため、液状化の判定を行う土層に該当しない。 
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（２）地層の物性値と地震力の設定 

 

①地層の物性値 

 

液状化判定に必要な物性値としては、単位体積重量，細粒分含有率，平均粒径があ

る。単位体積重量については、本報告書 4.2 で設定した値を用いる。平均粒径および

細粒分含有率は、表 4.3.1 に示す値を用いる。 

 

表 4.3.1 土質分類と単位体積重量，平均粒径，細粒分含有率の値 

土質 
平均粒径Ｄ50

（mm） 

細粒分含有率

（％） 

砂礫 1 

Dg1 

3.6788 

(試験値) 

8.5 

(試験値) 

砂質土 

Ds 

シルト質砂 
0.0970 

(試験値) 

45.2 

(試験値) 

礫混じり砂 
1.3232 

(試験値) 

13.2 

(試験値) 

※：平均粒径 D50 は砂礫の補正のためにのみ設定する。 

 

②地震力 

 

液状化検討に適用する地表面水平加速度は、｢2015 年度版，建築物の構造関係技術

基準解説書｣の規定に準じ、次のように定めた。 

限界体力計算 ……………………………… 150 gal，350 gal 

 

終局限界検討用の 350 gal は、1995 年兵庫県南部地震の際、液状化した地盤上で観

測された最大値に対応している。 
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（３）液状化判定の方法 

 

 液状化判定は、FL 法に基づいて実施する。 

液状化判定式において、液状化抵抗率 FL が１を超えると液状化発生の可能性はない

と判断する。 

 以下に、日本建築学会「建築基礎構造設計指針」P62～65 に示される液状化判定手

法について記載する。 
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（４）計算結果 

 

液状化検討結果は、巻末資料に添付する。 

 

① R3.B-1 の結果 

・150gal の地震力では、すべての層において、液状化抵抗率が FL＞1 となり液状化す

る危険性がない地盤と判定された。 

・350gal の地震力では、砂礫 1(Dg1)の GL-4m,6m,8m および砂質土(Ds)の GL-10m にお

いて、液状化抵抗率が FL≦1 となり液状化する危険性がある地盤と判定された。 

 

表 4.3.2 液状化判定結果（150gal）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.3.3 液状化判定結果（350gal） 
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（５）液状化指数ＰL の評価とまとめ 

 

液状化抵抗率 FL だけでは検討地点の液状化の激しさが分からないため、これを表す

指標として液状化指数ＰL を示した。ＰL による液状化危険度の程度は、以下の通りである。 

 

ＰＬ＝∫0
20Ｆ･Ｗ(z)dz 

Ｗ(z)＝10－0.5･z 

ここに、ＰＬ：液状化指数 

Ｆ：液状化に対する安全率 

  FL≦1.0 のとき F＝1－FL 

    FL＞1.0 のとき F＝0 

Ｗ(z)：重み係数 

ｚ：地表面からの深さ(ｍ) 

ＰL＝0：液状化危険度はかなり低い。液状化に関する詳細な調査は一般に不要。 

ＰL＝0～5：液状化危険度は低い。特に重要な構造物の設計に際しては、より詳細な調査が

必要。 

ＰL＝5～15：液状化危険度が高い。重要な構造物に対してより詳細な調査が必要。液状化

対策が一般に必要。 

15＜ＰL ：液状化危険度が極めて高い。液状化に関する詳細な調査と液状化対策は不可避。 

 

表 4.3.4 PL 値と液状化の危険度の関係 

 

 

 

 

 

出典：2015 年度版 建築物の構造関係技術基準解説書 

 

・150gal の液状化指数ＰL は、ＰL＝0.000 となり、液状化の危険度は「かなり低い」

地盤である。 

・350gal の液状化指数ＰL は、ＰL＝8.797 となり、液状化の危険度は｢高い」地盤であ

る。 



- 38 - 

（６）地盤変形量の予測 

 

｢建築基礎構造設計指針｣では、液状化発生の危険性が高いと判断された地盤におい

ては、対象とする建物の基礎設計に必要な情報を下記に示す方法により評価するとし

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

液状化変位をＤcy とし、液状化程度の 

指標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：｢建築基礎構造設計指針｣2001 年度版 P66

 

①液状化変位（150gal） 

 150gal 相当では、Dcy＝0.0cm となり、液状化程度としては「なし」と評価される。 

②液状化変位（350gal） 

 350gal 相当では、Dcy＝4.1cm 程度の変位であるため、液状化程度としては「軽微」

と評価される。
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（７）液状化判定結果の評価 

  

「2015 年度版 建築物の構造関係技術基準解説書」においては、地盤に液状化のお

それがないことの判定として、以下のことを確認することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「2015 年度版 建築物の構造関係技術基準解説書」 
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表 4.3.5 液状化判定の結果の評価 

水平加速度 判定基準 評価 

150 gal ・液状化抵抗率 FL＞1 となり、基準を満足する。 ○：ok 

350 gal 

・a）液状化抵抗率 FL≦1 となり、基準を満足しな

い。 

・b）Dcy＝4.1cm であり、液状化程度としては｢軽

微」の評価であり、基準を満足する。 

・c）液状化指数ＰL＝8.797 である。液状化危険度

は「高い」評価であり、基準を満足しない。 

・b の項目を満足することから、350gal の評価に対

して基準に満足すると判断する。 

○：ok 

 

・液状化抵抗率および液状化変位の評価より、当該地盤は「液状化の恐れがある

地盤」でないと判断する。 
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4.4 基礎工の検討 

 

(１)支持地盤の許容支持力度の推定 

 

各地層の許容支持力度は、表 4.4.2 から以下のように推定される。 

 

表 4.4.1 各層の推定許容支持力度 

地  層  名 
土質 

記号 

設計 

Ｎ値 
地  盤  の  種  類 

支持力値

(kＮ/㎡)

福島Ⅱ層 

砂礫 1 Dg1 18 
表 4.4.2 より 

砂質地盤;「中位」と想定 
100 

有機質 

シルト 2 
Do － 

表 4.4.2 より 

粘土質地盤;「中位」と想定※ 
50 

粘性土 Dc 9 
表 4.4.2 より 

粘土質地盤;「硬い」と想定 
100 

砂質土 Ds 10 
表 4.4.2 より 

砂質地盤;「中位」と想定 
100 

砂礫 2 Dg2 45 
表 4.4.2 より 

礫層;｢密実でないもの」と想定 
300 

※:有機質シルト 2(Do)は、試料の状態から｢粘土質地盤；中位｣相当とする。 

表 4.4.2 長期許容地耐力表 
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（２）建築物の支持地盤および基礎形式の選定 

 

「建築構造設計基準及び同解説」では、基礎構造について以下のように示される。 

① 基礎構造は、敷地及び地盤の調査等に基づき、建築物の規模及び構造種

別を十分考慮して、地盤性状に応じたものとする。 

② 基礎の施工方法は、敷地及び地盤条件に応じて選定し、騒音、振動等、

敷地周辺に有害な影響を及ぼすことのないようにする。 

③ 基礎は、沈下等による障害を生じさせることなく、上部構造を安全に支

持し、かつ、上部構造に対して耐カ的及び経済的に均衡のとれたものとす

る。 

④ 水平カに対する設計は、上部構造の機能確保に有害な影響を与える損傷

を生じないように行う。 

⑤ 建築物が隣地と近接している場合には、地盤掘削等による地中応カ度の

変化の隣地へ及ぼす影響を考慮する。 

⑥ 異種基礎の併用は、原則として行わないこととし、やむを得ず併用する

場合は、基礎及び上部構造に有害な障害が生じないようにする。 

 

基礎は良質な地盤に支持させることを原則とする。ここでいう良質な地盤とは、

建築物の重要度や基礎に作用する荷重の規模等によっても異なり、一律に定められ

るものではないが、一般的には以下の事項を目安としている。 

・ 粘性土層は、Ｎ値が 20 程度以上（一軸圧縮強度が 0.4Ｎ/㎜２程度以上）あれば

良質な支持層と考えて良い。 

・ 砂層・砂礫層は、Ｎ値が 30 程度以上あれば良質な支持層とみなして良い。 

ただし、砂礫層では礫をたたいてＮ値が過大にでる傾向があるので、支持層の決

定には十分な注意が必要である。 

なお、選定にあたっては、上部構造からの荷重によって沈下等障害が生じること

のないように設計する。また、地盤条件や構造物の特性だけでなく、施工性や経済

性も要求される。 

 

①支持層について 

 

 支持層としては、地盤強度の他、十分な層厚および下位層の安定性なども考慮して

総合的に判定されるものである。 

今回の確認された地層で最も上記条件を満たし、支持地盤として適切な地層は、砂

礫 2(Dg2)は設計 N 値＝45(N=39～68)である。 

ただし、砂礫 1(Dg1)の許容地耐力は 100(kＮ /㎡ )程度が期待できるため、砂礫

1(Dg1)は、建物の荷重によっては支持地盤にすることが可能であると判断される。そ

の場合、下位層の影響も考慮した設計が望まれる。  
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②基礎形式について 

 

基礎形式としては、建物の荷重条件にもよるが、以下に示す案が考えられる。 

砂礫 2(Dg2)を支持層とした場合、当該層は GL-13.6m 以深からの分布となっている

ことから、｢杭基礎｣が適当であると考えられる。 

砂礫 1(Dg1) を支持層とした場合、当該層は GL-1.20m 以深からの分布となっている

ことから、｢直接基礎｣が適当であると考えられる。 

なお、いずれの基礎にしても、施工性、経済性を含めて総合的に判断する必要があ

る。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.1 支持地盤の深度と適応可能な基礎形式 

出典:日本建築学会｢建築基礎構造設計指針｣P.35 2019 年 11 月 
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4.5 設計・施工に関する留意点 

 

新学校給食センターの設計および施工の際に留意する点について以下にまとめる。 

 

（１） 地盤の圧密沈下について 

 

道路土工「軟弱地盤対策工指針」においては、圧密沈下を検討する上での軟弱地盤

のＮ値の目安としてＮ値が４以下の粘性土を挙げている。 

今回のボーリング結果では、表層の有機質シルト 1 にＮ値４以下の「軟らかい」コ

ンシステンシーを示す粘性土であるため、新規荷重あるいは、地下水位低下に伴う圧

密沈下に留意する必要がある。 

  

（２） 最大礫径の推定 

 

掘削や杭施工等の工事においては、礫・玉石の分布状況と共に含まれる礫・玉石の

大きさが問題となる。 

ボーリングにより推定された礫径は、その層における最大礫径を示したものではな

い。工事・設計には 最大礫径 ≧ (2.5～3.0)×観察礫径 として提案している場合が

多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.1 玉石・礫の堆積とボーリング  図 4.5.2 ボーリングで観察される礫・玉石径 

(道路調査設計研究会：道路調査設計ノウハウ集，P.168，1999 年 11 月) 
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今回のボーリングで確認された砂礫 1,2(Dg1,2)中に確認された礫のコア観察最大径

は以下の通りである。 

 

・砂礫 1(Dg1) 

層中に確認された礫のコア観察最大径は、60mm 程度であった。 

したがって、観察礫径 60mm の(2.5～3.0)倍として、150～180mm 程度の玉石の分布

が推定される。 

 

・砂礫 2(Dg2) 

層中に確認された礫のコア観察最大径は、50mm 程度であった。 

 

 砂礫 1(Dg1)を支持層とし、直接基礎を採用した場合は、特に礫径が施工の障害とな

ることはないが、柱状改良あるいは下位層の砂礫 2(Dg2)を支持層とした杭基礎の場合

は、混入する礫に注意する必要がある。 
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（３） 掘削地盤の透水性について 

 

砂礫 1(Dg1)以深を支持地盤とする場合、地下水位以深を掘削することとなる。 

クレーガーによる D20 と透水係数の関係から、各地層の推定される透水係数は、  

表 4.5.1 のようになる。 

 

表 4.5.1  透水係数の推定 

地層区分 
試料番

号 

試験深度 

（ｍ） 

20%粒径

D20(mm)

透水係数 k

（m/sec） 

砂礫 1(Dg1) P1-1 4.15～4.45 0.6477 1.10×10-3 

砂質土(Ds) 

シルト質砂 
P1-2 9.15～9.40 0.0174 4.00×10-7 

砂質土(Ds) 

礫混じり砂 
P1-3 

10.15～

10.45 
0.2001 8.90×10-5 
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基礎掘削の対象となるのは、浅所に分布する砂礫 1(Dg1)である。表 4.5.1 より透水

性は K=10-1(cm/s)と非常に高い。 

砂礫層の掘削深度が深くなると湧水が多量となる可能性が高いことから、余裕を持

ったポンプ排水計画としたい。 

 また、掘削面への湧水量が多い場合は、地下水位が低位することによって周辺に井

戸がある場合は、井戸が枯れる可能性がある。また、砂分が流されることによってご

く近隣では、地盤沈下する可能性が考えられる。基礎掘削計画によっては、周辺の家

屋調査および井戸調査が必要と考えられる。 
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